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酒類の公正な取引に関する基準に基づき「指示」をした事例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(製造業者) 

▻ ビールについて、正当な理由なく、総販売原価を下回る価格で継続して販売していた。 

▻ 調査対象者の行為が、 

・ 競合する製造業者の価格決定（競合者の価格の引上げを結果的に制約）等に影響 

・ リベートの多寡により取引先（卸売業者）間において販売価格差が生じ、更には最終販売

先の小売業者の販売価格にも影響 

を与え、これらが公正な取引を阻害する一因となっている事実から、他の事業者に相当程度の

影響を及ぼすおそれがあると認められた。 

 

(卸売業者) 

▻ ビール類を含む酒類について、正当な理由なく、総販売原価を下回る価格で継続して販売し

ていた。 

特定の取引について、個別の販売管理費率（以下「販管費率」という。）を算定していた

が、費用の一部に配賦漏れがあり、事業の実態に即していない販管費率となっていた。 

▻ 調査対象者の行為が、他の卸売業者の売上金額や販売数量の減少（取引先変更の事実）、価格

決定（調査対象者の価格に合わせざるを得ない）等に影響を与えている事実から、他の事業者に

相当程度の影響を及ぼすおそれがあると認められた。 

 

(小売業者) 

▻ ビールについて、正当な理由なく、総販売原価を下回る価格で継続して販売していた。 

 酒類事業と他の事業との共通経費（一部）の配賦方法について、調査対象者から合理的な

説明がなされず、調査対象者が選択した配賦方法は、事業の実情に即した合理的な理由に基

づくものとは認められなかったことから、一般的に合理的と考えられ、かつ、当局において

確認し得る「売上高比」により販管費率の算定を行った。 

▻ 調査対象者は、酒類事業だけでなく事業全体でも営業赤字を計上しており、自己の酒類事業

に相当程度の影響があると認められた。 

▻ 調査対象者の行為が、周辺小売業者の売上金額や販売数量の減少、価格決定（調査対象者の価

格に合わせざるを得ない）等に影響を与えている事実から、他の事業者に相当程度の影響を及ぼ

すおそれがあると認められた。 

 

（公正な取引の基準） 

○ 酒類業者は、次のいずれにも該当する行為を行ってはならないものとする。 

 ⑴ 正当な理由なく、酒類を当該酒類に係る売上原価の額と販売費及び一般管理費の額との 

合計額【総販売原価】を下回る価格で継続して販売すること 

⑵ 自己又は他の酒類業者の酒類事業に相当程度の影響を及ぼすおそれがある取引をすること 

酒類の公正な取引に関する基準 



 

(小売業者) 

▻ ビールや単式蒸留焼酎について、正当な理由なく、総販売原価を下回る価格で継続して販売

していた。 

 酒類事業と他の事業との共通経費について、本社経費の配賦が行われていないほか、一部

の配賦方法は、合理的な理由に基づくものとは認められなかった。このため、調査対象者か

らの申出により、事業の実情に即した合理的な理由に基づく配賦方法に見直した上、販管費

率の算定を行った。 

▻ 調査対象者の行為が、周辺小売業者の売上金額や顧客の減少、価格決定（調査対象者の価格に

合わせざるを得ない）等に影響を与えている事実から、他の事業者に相当程度の影響を及ぼすお

それがあると認められた。 


